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１．業務環境 

（１）栃木県の景気動向 

県内の景気は、東日本大震災の影響等により、依然として厳しい状況にある中

で緩やかに持ち直しつつあります。 

個人消費は、震災や節電の特需、地デジ効果、自動車販売の回復等により底堅

く推移しています。生産活動は、震災後のサプライチェーンの断絶等による深刻

な状況から持ち直しつつありますが、電力不足の影響や円高による生産の海外移

転等から夏場以降、横這いで推移しています。観光産業においては、宿泊者数が、

自粛ムードや福島原発問題における風評被害等により、平成 23 年 4 月から 6 月に

かけては前年比 35.5％マイナスと大幅に減少しましたが、7 月から 9 月は前年比

17.1％マイナスと減少幅が縮小しています（国土交通省 観光庁調べ）。雇用情勢

は有効求人倍率が依然として 1.0 倍を下回る水準で推移するものの、改善の兆し

がみられます。 

先行きについては、震災で大きく落ち込んだ前年に比べると緩やかな持ち直し

の傾向が続くと思われますが、海外景気の減速、円高やデフレの長期化、福島原

発問題の影響、不安定な雇用情勢等、景気の下ぶれ要因が内在しており、当面不

透明な状況が続くものと予測されます。 

 

（２）中小企業を取り巻く環境 

中小企業の抱える構造的な問題に加え、東日本大震災の影響や、円高、デフレ

の長期化、生産の海外移転等により中小企業を取り巻く環境は厳しい状況が続い

ています。このような経営環境下において、中小企業の財務内容は悪化傾向にあ

り、借入負担が増加するとともに、保証依存が高まっています。また、中小企業

の厳しい経営状態や中小企業金融円滑化法の施行等を背景に、返済緩和・猶予等

の貸付条件の変更が大幅に増加しています。 

県内倒産件数は、セーフティネット保証、震災緊急保証等の政策保証や貸付条

件の変更等の支援効果もあり、前年を下回って推移していますが、経済政策に支

えられている面も大きく、倒産が後年度に先送りされているとも考えられ、今後

も予断を許さない状況にあります。 
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２．業務運営方針 

厳しい経済情勢を踏まえ、県内中小企業の資金繰りの円滑化に万全を期すとと

もに、期中支援態勢を整え、中小企業の経営力強化に向けた取り組みを支援する

こととし、平成 24 年度の業務運営の基本方針を次のとおりとしました。 

① 中小企業の経営実態に応じた適正保証に努めるとともに、金融機関と一層連

携を強化し、責任共有保証の利用定着化をすすめます。また、自治体の中小

企業金融施策による県制度融資や市町村制度融資を積極的に推進するととも

に、多様化する中小企業の資金ニーズに応じた各種保証制度の利用促進に取

り組みます。さらに、返済緩和先については、既往借入の借換えや一本化、

貸付条件の変更等により、個々の実情に応じて柔軟な対応に努めます。 

② 信用補完制度の健全な運営に資するため、適正な保証推進に努めることはも

とより、金融機関や関係機関との連携の下、保証利用企業への経営支援の強

化、延滞・事故先の早期対応等の期中支援を通して、代位弁済の抑制に努め

ます。また、回収の最大化、回収業務の効率化等により、回収率の向上に努

めます。 

③ 公的な保証機関としての使命と責任を果たすため、コンプライアンス態勢を

一層強化し、内部管理体制の充実に努めるとともに、規律ある業務運営と経

営基盤の強化に取り組み、協会経営の健全性の確保と持続的な運営基盤の確

立を図ります。 

 

（１）経営実態に応じた適切な保証 

セーフティネット保証 5 号・6号や震災関連保証を利用した企業への長期的か

つ安定的な資金繰りを支援するとともに、借換保証や条件変更等により個々の

実情に応じた資金繰り改善支援に取り組みます。また、保証利用企業に対して

積極的な現地調査を実施し、経営実態や特性を捉えた適時適切な保証支援に努

めます。 

（２）責任共有保証の取り組み強化 

責任共有保証制度の利用を推進し、制度の浸透と定着化によって、金融機関

と連携した融資実行後における企業支援の強化を図ります。 

（３）地方公共団体制度及び各種保証制度の推進 

① 地方公共団体制度融資の積極的な推進により、幅広い中小企業への資金繰り

を支援し、地域金融の促進に努めます。 

② 中小企業の資金ニーズに応じて、各種保証制度の積極的な活用を図るととも

に、流動資産担保融資保証制度や中小企業特定社債保証制度等の推進に努め、

資金調達手段の多様化に対応します。 

 ③ 地域の活性化や雇用の創出に効果がある新規開業を促進するため、創業保証

の推進に努めるとともに、創業時の金融相談や事業計画策定のアドバイスの
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実施等創業支援に積極的に取り組みます。 

（４）セーフティネット保証や小口零細企業保証等の適正利用 

セーフティネット保証や震災関連保証等の政策保証については、制度の趣旨

を踏まえた適正保証を推進します。また、小規模企業については、小口零細企

業保証等を活用した効果的な保証を推進します。 

（５）関係機関との連携強化 

金融機関、県、市町村、商工団体等の関係機関とより一層の連携・協調を図

り、中小企業への経営支援を強化するとともに、ビジネスマッチング等の事業

支援に取り組みます。また、関係機関と連携し、保証制度等についての説明会

や情報交換会等を積極的に開催します。さらに、中小企業にとって利用度の高

い県・市町村制度融資や提携保証制度について、充実した制度に向けた見直し

を検討します。 

（６）審査能力の向上及び適正保証の推進 

① 現地調査や経営者との面談を通して、審査担当者の目利き能力を高め、経営

の実態把握や与信管理能力の向上を図ります。また、OJT や外部研修等を通し

て、決算書による定量的な分析だけでなく、中小企業の潜在的可能性や将来性

等の定性的な要因を評価できる職員を育成します。 

② 事務の合理化を図り、保証審査の一層の効率化・迅速化に努めるともに、保

証案件の内容や信用リスクに応じた適切な審査を実施します。 

③ 関係機関と緊密な連携を図り、反社会的勢力等の保証利用については徹底的

に排除します。 

（７）保証制度等の周知 

金融機関・関係機関との情報交換会等を通して、保証制度等の周知に努める

とともに、スムーズな保証申込みに対応します。また積極的な広報活動により、

各種保証制度等を中小企業に広く周知し、保証利用の促進と新規利用先の拡大

に努めます。 

（８）企業状態に応じた経営支援  

① 保証利用先については、現地調査やセーフティネット保証 5 号モニタリン 

グ等を通して、期中における経営実態を的確に把握し、実情に応じた経営支援

を図ります。 

② 創業保証を利用した先については、創業計画の達成状況等のフォローアップ

に取り組みます。 

③ 金融機関や栃木県中小企業再生支援協議会等との連携により、再生支援に向

けた協力関係を深めるとともに、代位弁済企業で再生の見込みのある場合は、

求償権消滅保証や求償権放棄・不等価譲渡等の再生スキームの活用を図り、企

業再生を支援します。 

 



- 4 - 
 

（９）大口保証先の管理強化 

大口保証先については、期中において決算書を徴求し業況を把握するととも

に、必要に応じて現地調査、経営者との面談、金融機関からのヒアリング等を

実施し、期中管理を強化します。 

 

（１０）重点管理先の経営支援 

重点管理先については、個々の経営実態に応じた資金繰り改善を支援すると

ともに、金融機関、栃木県中小企業再生支援協議会、専門家等と連携し、経営

改善に向けた取り組みを支援します。また、定期的なモニタリングを実施し、

経営改善計画の進捗管理を行い、事業の維持・存続を支援します。 

（１１）経営相談体制の充実 

中小企業の課題解決に向け、MSS（中小企業経営診断システム）や CSS（中小

企業再生サポートシステム）等を活用するとともに、国の中小企業支援ネット

ワーク強化事業の活用や、商工団体等関係機関と連携した経営相談の実施等に

より、経営相談体制の充実を図ります。 

（１２）再生支援への取り組み 

事業を継続し再生見込みのある代位弁済企業を支援するため、求償権消滅保

証等を活用します。 

（１３）コンプライアンス・リスク管理の徹底 

個人情報保護法等各種法令の遵守を徹底するとともに、内部規定に沿った適

正な事務処理を行うことにより、事務リスクの低減に努めます。また、コンプ

ライアンスプログラムを計画的に実践し、進捗・実施状況についてフォローア

ップを徹底するとともに、コンプライアンスの更なる浸透と意識の向上を図り

ます。さらに、システムの運用管理を徹底し、障害・不具合等の防止に向けた

対応を図り、システムリスク管理を強化します。 

（１４）運営規律の強化 

① 適切な業務運営を確保するため、事業計画の執行管理を徹底するとともに、

業務実績やコンプライアンスについて外部評価を受けます。 

② 経営の透明性を高めるため、中期事業計画、年度経営計画及び前年度経営計

画の達成状況に対する評価について公表します。また、業務実績等について適

宜適切に情報開示を行います。 

（１５）経営基盤の充実 

① 常に問題意識と責任感を持って、新たな発想のもと業務の改善・効率化に努

めるとともに、コスト意識の徹底により継続的な経費削減に努めます。 

②  金融経済環境が変化する中、安全性に留意したより効率的な資金運用に努め

ます。 

③  保証債務残高にかかる信用リスクを把握し、管理強化に努めます。 
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（１６）危機管理の強化 

地震等の災害やシステム障害等不測の事態に備えるため、事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の運用管理を強化します。また、システムの安全対策及び適正な運用管

理を徹底します。 

（１７）人材育成 

中小企業診断士等の資格取得や通信教育講座の受講の奨励、各種研修への参

加や OJT 等を通して、職員の一層のレベルアップを図ります。 

（１８）広報活動の充実 

ホームページでの情報発信や月報の発行、マスメディアの活用等に積極的に

取り組み、充実した広報・広告活動を展開し、保証協会の認知度と保証利用浸

透度を高めます。 

（１９）実務マニュアル等の見直し 

信用保証実務や信用保証制度の適切な運用を図るため、関係機関向け各種手

引きや内部事務マニュアル等の見直しを実施します。      

 

３．主要業務数値の見通し 

平成２４年度の主要業務数値（計画）は、以下のとおりです。 

項   目 金   額 前年度実績比 

保 証 承 諾 １，７００億円 ８８．５％  

保証債務残高 ４，６９４億円 ９８．５％  

代 位 弁 済 １１０億円 １０９．５％  

回 収 １７億円 ９３．３％  

 

 


